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株主各位
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　 証券コード　3423

　 平成22年６月14日

株 主 各 位 　

　 東 京 都 新 宿 区 西 新 宿 六 丁 目 5 番 １ 号

　 株 式 会 社 　 エ 　 ス 　 イ 　 ー

　 代表取締役社長 森 元 峯 夫

第29期定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
さて、当社第29期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使する

ことができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討
のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、平成22年6月28日（月曜日）午後5時45分までに到着するようご返
送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成22年６月29日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都新宿区西新宿二丁目６番１号
　 　 新宿住友ビル47階　住友スカイルーム№７・８
　 　 （末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
３．目 的 事 項 　
　 報 告 事 項 １．第29期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

　 　 ２．第29期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）計
算書類報告の件

　 決 議 事 項 　
　 第１号議案 剰余金処分の件
　 第２号議案 取締役１名選任の件
　 第３号議案 監査役の補欠者２名選任の件
　 第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
　 　

以　上


当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生

じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.se-
corp.com）に掲載させていただきます。
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（提供書面）
　

事　業　報　告

(平成21年４月１日から)平成22年３月31日まで

　

１．企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当連結会計年度における国内経済は、企業収益の一部改善で景気の悪化に

底打ちの兆しが見られたものの、厳しい雇用情勢と円高やデフレ等の懸念か

ら、先行きの不透明感を払拭できないまま推移いたしました。

当社グループ関連業界におきましては、補正予算成立による効果も徐々に

出てきてはいるものの、新政権の事業仕分け等から新規物件に対する公共事

業費の削減も進んでおり、グループを取り巻く市場環境は引き続き厳しい状

況で推移いたしました。

このような環境のなか、当社グループは「安全」「安心」「暮らし」「環

境を守る」という観点から、今ある社会資本を大事にするという立場で「社

会資本ストックの戦略的維持管理」「補修による安心・安全の確保」「長寿

命化・ライフサイクルコストの縮減」が重要なテーマと捉え、従来にも増し

て「補修・補強」への取り組みに注力いたしました。また、既存事業の見直

しや新製品・新用途の開発にも着手しながら、競合他社との優位性を発揮す

べく努力してまいりました。

この結果、主力事業であります「建設用資機材の製造・販売」事業のうち

「環境・防災分野」では『アンカー』および『落橋防止装置』等の販売が伸

びたことと、当連結会計年度から当社グループに加わったエスイー朝日㈱と

㈱キョウエイの寄与により、当連結会計年度の売上高は136億51百万円（前

年同期比19.6％増）となりました。

利益面では、比較的利益率の高い工場製品の拡販に支えられたことと、当

連結会計年度を通じて原材料価格が比較的に安定していたこともあり、売上

総利益は伸張いたしました。これにより、営業利益は６億15百万円（前年同

期比63.7％増）、経常利益は６億90百万円（前年同期比48.9％増）となりま

した。特別損益では、主に当連結会計年度において固定資産臨時償却を含む

本社事務所移転に係る34百万円の損失計上があったものの、当期純利益は３

億96百万円（前年同期比62.7％増）となりました。
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  事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。

 

ａ．建設用資機材の製造・販売事業

この事業における分野別状況は次のとおりであります。

＜環境・防災事業分野＞

この分野では、主力製品である『アンカー』において北海道地区で

の引張型アンカーの拡販があったことに加え、民間需要の発電所関連

大型物件で当社製品のアンカーが採用されたこともあり、「法面」以

外の使用用途で売上を順調に伸ばすことができました。また、もう一

つの主力製品であります『落橋防止装置』において、国土交通省の重

点施策であります橋梁の耐震補強事業が堅調に推移したことに支えら

れ、売上が伸張いたしました。これにより、この分野の売上高は85億

８百万円（前年同期比3.2％増）となりました。

＜橋梁構造分野＞

この分野では、前期に集中した「矢部川橋」「鷹島肥前大橋」「銚

子大橋」といった、斜材架設物件が当連結会計年度には一巡したこと

から、『橋梁（FUT-H）』および『斜材（FUT-H）』の製品において、

売上高が大幅に減少いたしました。しかしながら、連結子会社㈱アン

ジェロセックでのアフリカ等海外物件が順調に推移したことから、こ

の分野の売上は大幅に増加いたしました。これにより、この分野での

売上高は30億58百万円（前年同期比6.2％増）となりました。

　 ＜レンタル・その他分野＞

この分野では従来からの建設用機材のレンタル事業等に加え、エス

イー朝日㈱および㈱キョウエイが連結対象となったことから、売上高

は20億66百万円（前年同期比737.9％増）と前年同期に比べ大幅に増加

いたしました。

以上のことから「建設用資機材の製造・販売」事業の売上高は136億

33百万円（前年同期比19.9％増）、営業利益は13億13百万円（前年同

期比31.4％増）の増収増益となりました。

 

ｂ．バイオマス関連事業

当連結会計年度につきましては、前期に引き続き主要製品である各種

乾燥機や飼料化プラントにおいて、顧客の設備投資抑制等の市場環境低

迷の影響から、この事業における売上高は17百万円（前年同期は44百万

円の売上高）、営業損失30百万円（前年同期は７百万円の営業損失）と

なりました。
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②　設備投資の状況

当連結会計年度の設備投資額は３億17百万円でありますが、その主要な

ものは、山口工場設備拡張（新倉庫棟建設）ならびに本社事務所移転にと

もなう造作と製造設備機械および斜材架設機材購入によるものであります。

　

③　資金調達の状況

借入金

借入額 22億円

返済額 16億円

　　　　社　債　

　・平成21年６月

　

　　

第７回無担保社債発行（㈱横浜銀行・東京信用保証

協会共同保証付及び分割譲渡制限特約付）････２億

50百万円　　

　・平成21年９月

　

第８回無担保社債発行（㈱三菱東京ＵＦＪ銀行保証

付及び適格機関投資家限定）････２億円

　・平成22年３月

　　

第９回無担保社債発行（㈱みずほ銀行保証付及び適

格機関投資家限定）････４億円

　　

　　④　他の会社の株式の取得状況

　当社は建築領域への効率的な規模の拡大を図るため、平成21年4月10日

付で朝日興業㈱（現エスイー朝日㈱）の株式を、また、平成22年1月12日

付で㈱キョウエイの株式をそれぞれ全株取得し、完全子会社と致しました。
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(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況 　 （単位：千円）

区 分
第 26 期

平成19年３月期
第 27 期

平成20年３月期
第 28 期

平成21年３月期

第 29 期
(当連結会計年度)
平成22年３月期

売 上 高 10,380,008 11,177,479 11,412,352 13,651,729

経 常 利 益 555,345 635,048 463,700 690,509

当 期 純 利 益 269,166 385,329 243,969 396,861

１株当たり当期純利益(円) 35.02 50.17 31.77 51.68

総 資 産 12,694,579 13,311,125 13,324,427 16,611,518

純 資 産 5,751,852 5,930,830 5,788,014 6,082,752

１株当たり純資産額(円) 748.64 771.68 753.35 791.55

  （注）  １株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数から期中平均自己株式数を控除した

株式数に基づき算出しております。また、１株当たり純資産額は、期末発行済株式数

から自己株式数を控除した株式数に基づき算出しております。

　

第26期は、業界全体として引き続き厳しい受注環境が続くなか、当社グル

ープは既存製品のシェア確保に取り組むと共に、当社製品の新用途開発を強

化するなど、従来にも増して販路拡大の努力を行いました。また、ここ数年

来開発を続けてきた斜材新架設技術を駆使した『斜材』の拡販が軌道に乗っ

てきたことなどから、売上高12.0％増、売上総利益は5.3％増、経常利益は

５億55百万円、当期純利益は２億69百万円となりました。

第27期は、原油・素材価格の高騰や米国のサブプライムローン問題に端を

発した金融市場の不安定化などから建設業界におきましても引き続き厳しい

受注環境が続きました。このようななか、積極的な営業施策を展開し、売上

高7.7％増、営業利益は５億47百万円、経常利益６億35百万円（14.4％増）、

当期純利益３億85百万円（43.2％増）となりました。

第28期は、急激な景気悪化と円高・株安が進行し、輸出の大幅な減少や製

造業における生産下方修正と設備投資が減退するなか、建設業界におきまし

ても国・地方公共団体の財政難等から、公共工事を中心に市場環境は引き続

き低水準で推移しました。このようななか、積極的な営業施策を展開し、売

上高2.1％増、営業利益3億75百万円、経常利益4億63百万円（27.0％減）、

当期純利益2億43百万円（36.7％減）となりました。　

第29期（当連結会計年度）につきましては、前記(1) 「当事業年度の事業

の状況」に記載のとおりであります。
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(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率 主 要 な 業 務 内 容

株 式 会 社 ア ン ジ ェ ロ セ ッ ク 97,500千円 92.6％ 国際エンジニアリング事業

エスイーバイオマステクノ株式会社 95,000千円 100.0％ バイオマス関連事業　

株 式 会 社 キ ョ ウ エ イ 90,000千円 100.0％ 建築資材の製造・販売事業　

エ ス イ ー 朝 日 株 式 会 社 10,000千円 100.0％ 建築資材の製造・販売事業

（注）　当社の連結子会社は、上記の重要な子会社４社であります。

　

(4) 対処すべき課題

建設業界におきましては、引き続き公共投資の減少により、年々、市場規

模の縮小と価格競争の激化が進んでおり、経営環境はますます厳しくなって

おります。

このような環境のなか、当社グループは以下の課題に取り組み、中・長期

的な安定収益の確保と経営基盤の強化を目指します。

①　作る技術から総合的エンジニアリングへの移行

◆国内・海外市場での設計・施工指導

◆世界的技術レベルの斜材新架設技術による施工エンジニアリング分野の

拡充と大型プロジェクトの確保

◆『コスト構造改革』・『品確法』に呼応した積極的な技術提案

②　開発型企業への積極的な取り組み

◆市場ニーズの変化に応じた新製品の開発および改良開発による高性能化

◆製品の新用途開発による市場規模の拡大

◆水処理・エネルギー関連事業を核とした周辺事業への研究開発と市場参

入

◆Ｍ＆Ａによる新事業分野の開拓

③　海外への新たなる事業展開

◆連結子会社『株式会社アンジェロセック』による海外市場での業容拡大

◆ベトナム建設市場への事業展開

◆仏国『アンジェロップ社』および韓国の関連会社『株式会社コリアエス

イー』・『ティアイエス株式会社』、ベトナムの非連結子会社『有限会

社日越建設コンサルタント（VJEC）』ならびに台湾『九春工業』との連

携による競争力強化

④　補修・補強市場拡大への対応強化

◆橋梁等構造物の補修・補強市場への取り組み強化

⑤　主力製品のシェア拡大と足元戦略

◆コスト削減による市場競争力の向上

◆受注・販売力強化のため、人材確保の推進

◆人的資源の効率化による製造・販売・管理原価の低減



2010/06/01 15:19:45 ／ 09632720_株式会社エスイー_招集通知

主要な事業内容、主要な営業所および工場

－ 7 －

(5) 主要な事業内容（平成22年３月31日現在）

区 分 主 な 事 業 内 容 ・ 製 品 等

建設用資機材の
製造・販売事業
　

環境・防災
「アンカー」「落橋防止装置」「ＫＩＴ受圧板」
等の製造・販売

橋梁構造

「ＰＣ用ケーブル」「外ケーブル」「斜材」「沈
埋函耐震連結装置」の製造・販売

国際エンジニアリング事業

レンタル・その他　

建設用機材のレンタル事業等

建築資材の製造・販売事業　　　　　　　　　　
「セパレーター」・「吊りボルト」　

バイオマス関連
事業

有機性廃棄物処理装置
に関するプラントエン
ジニアリング

有機性廃棄物処理装置に関するプラントエンジニ
アリングおよび機械装置の製造・販売

　

(6) 主要な営業所および工場（平成22年３月31日現在）

①　当社

本  社 ：東京都新宿区西新宿六丁目５番１号

新宿アイランドタワー

支  店 ：東京支店（東京都新宿区） 　大阪支店（大阪府大阪市）

　 　九州支店（福岡県福岡市） 　東北支店（宮城県仙台市）

　 　名古屋支店（愛知県名古屋市）　中国支店（広島県広島市）

営業所 ：四国営業所（香川県高松市） 　北陸営業所（新潟県新潟市）

　 　北海道営業所（北海道札幌市） 　　 　

工  場

試験研究所
：山口工場（山口県山口市）

　
厚木工場（神奈川県厚木市）

②　子会社

株式会社アンジェロセック ：本  社 東京都新宿区

エスイーバイオマステクノ株式会社 ：本　社 東京都新宿区

　　

　　　

工　場

　　

山口県山口市　　　

山口県宇部市

エスイー朝日株式会社 ：本　社 埼玉県南埼玉郡

　 営業所 神奈川県厚木市

　 工　場 埼玉県南埼玉郡

株式会社キョウエイ　 ：本　社 福島県須賀川市

　

営業所

　

　

福島県須賀川市

宮城県仙台市

千葉県千葉市

　

　

工　場

　

　

福島県須賀川市

宮城県仙台市

千葉県千葉市
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(7) 使用人の状況（平成22年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

372名（27名） 129名増（12名増）

（注）　使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

　　　　使用人数が増加いたしました理由につきましては、エスイー朝日株式会社および株式会

社キョウエイを子会社化したことならびに株式会社アンジェロセックの人員増によるも

のです。

　

　

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

191名（15名） 5名減（ー） 38.9歳 8.7年

（注）　使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数

で記載しております。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成22年３月31日現在）
（単位：千円）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,503,120

株 式 会 社 東 邦 銀 行 749,893

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 667,504

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 420,000

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 300,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 109,225

　

　(9）その他企業集団の現況に関する重要な事項　

　当社ならびに子会社２社（株式会社アンジェロセック、エスイーバイオマ

ステクノ株式会社）は当社グループ会社間の連携強化および業務の効率化な

らびに業容拡大にともなう人員増への対応のため、平成22年３月23日付をも

って本社を東京都新宿区西新宿六丁目５番１号に移転いたしました。　　
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成22年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 27,400,000株

②　発行済株式の総数 8,350,000株（うち自己株式670,541株）

③　株主数 1,064名

④　大株主の状況（上位10名）

株 主 名 持　株　数　(株) 持株比率  （％）

森 元 峯 夫 2,237,500 29.1

有 限 会 社 エ ヌ セ ッ ク 375,000 4.8

前 田 昌 則 345,000 4.4

大 津 哲 夫 275,000 3.5

竹 島 征 男 266,250 3.4

高 橋 謙 雄 265,000 3.4

岡 本 哲 也 242,500 3.1

鈴 木 昭 好 166,000 2.1

株 式 会 社 横 浜 銀 行 150,000 1.9

森 元 伸 一 120,000 1.5

（注）持株比率は、自己株式（670,541株）を控除して、計算しております。
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(2) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成22年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 森 元 峯 夫 　

代表取締役副社長 大 津 哲 夫 営業統轄本部長

常 務 取 締 役 岡 本 哲 也 営業統轄本部副本部長

常 務 取 締 役 塚 田 正 春 管理本部長

取 締 役 久 賀 泰 郎 生産担当

取 締 役 本 間 誠 治 営業統轄本部西日本エリア担当

取 締 役 猪 俣 　 明 建設エンジニアリング本部長

取 締 役 今 田 　 顕 営業統轄本部東日本エリア担当兼同東京支店長

取 締 役 髙 橋 茂 雄 生産本部長　

監 査 役 久 保 田 　 　 　 進 常勤

監 査 役
　
　

寺 石 雅 英
　
　

群馬大学社会情報学部教授
　
株式会社コシダカ社外監査役

　
監 査 役

　
菅 澤 喜 男

　
日本経済大学教授　大学院設立準備室室長

（注）　監査役のうち寺石雅英氏および菅澤喜男氏は、社外監査役であります。また、当社は、

監査役寺石雅英氏および菅澤喜男氏を株式会社ジャスダック証券取引所（現株式会社大

阪証券取引所）の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届出ております。

　

　

②　取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 （名） 支 給 額 （千円）

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

　　　　　　　11
（－）

161,722
（－）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

3
（2）

18,084
（4,080）

合 計 14 179,806

（注）１．上記には、平成21年6月29日開催の第28期定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役２名を含んでおります。

　　　２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成９年６月27日開催の第16期定時株主総会において年額300

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成19年６月28日開催の第26期定時株主総会において年額40

百万円以内と決議いただいております。

５．支給額には、役員退職慰労引当金の当事業年度増加額（取締役21,520千円、監査役

1,200千円（うち社外監査役は該当なし。））が含まれております。
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６．上記のほか、平成21年６月29日開催の第28期定時株主総会決議に基づき、同総会終結

の時をもって退任した役員に対し役員退職慰労金を以下のとおり支給しております。

　　　・退任取締役２名　25,600千円　

　

③　社外役員に関する事項

ａ．他の法人等の社外役員等の兼任状況および当社と当該他の法人等との

関係

　・社外監査役寺石雅英氏は株式会社コシダカの社外監査役でありま　

す。当社は、株式会社コシダカとの間には特別な関係はありません。

ｂ．当事業年度における主な活動状況

・当事業年度における取締役会および監査役会での活動状況

　
取締役会（18回開催） 監査役会（16回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

監 査 役 寺 石 雅 英 18回 100％ 16回 100％

監 査 役 菅 澤 喜 男 18回 100％ 16回 100％

・取締役会および監査役会における発言の状況

監査役寺石雅英、菅澤喜男の両氏は取締役会においては必要に応

じ取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行

っており、監査役会においては、社外監査役として行った監査の報

告をし、必要に応じ社外の立場から意見を述べております。

ｃ．責任限定契約の内容の概要

当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、各社外監査役ともに法

令が規定する最低責任限度額としております。
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(3) 会計監査人の状況

①　名      称 四谷監査法人

（注）１．当社の会計監査人でありました四谷公認会計士共同事務所は、平成20年12月

に同共同事務所の代表構成員である公認会計士尾崎圭治氏が統括代表社員とな

り四谷監査法人を設立したことにともない、平成21年6月29日開催の第28期定時

株主総会において四谷公認会計士共同事務所の野田高廣・下條伸孝の両氏に代

えて新たに四谷監査法人を会計監査人に選任いたしました。

　        　　２．退任した会計監査人の名称および所在地　

　　　　　        　名　称：四谷公認会計士共同事務所

　　　　　　　        　　　　公認会計士　野田高廣

　　　　　　　　　        　　公認会計士　下條伸孝

　　　　　        　所在地：東京都千代田区六番町７番地４　六番町学園通ビル４階　

　　　        ３．就任した会計監査人の名称および所在地

　　　　        　　名　称：四谷監査法人　　　　　

　　　　　　        所在地：東京都千代田区六番町７番地４　

　

②　報酬等の額 （単位：千円）

　 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 25,200

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

25,200

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、

当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会

の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目

的とすることといたします。

監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき監査役会が、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。
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(4) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

は、以下のとおりであります。

　

①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制

ａ．取締役においては、取締役会規則に決議事項および付議基準を整備し、

会社の業務執行についての重要事項を取締役会において決定する。ま

た、取締役は、職務の執行状況を取締役会に報告するとともに、他の

取締役の職務執行を相互に監視・監督するものとする。

ｂ．使用人については、社内諸規程の規定に基づく職務権限および意思決

定のルールに従い、適正に職務の執行が行われる体制をとるものとす

る。

ｃ．コンプライアンス体制を適切に整備および運用するために、倫理・コ

ンプライアンス委員会を設置する。取締役および使用人に対して日常

的なコンプライアンスの遵守のみならず、倫理や行動規範を含めた社

会規範全体に範囲を拡大するとともに、問題点の把握に努め、当該問

題の是正措置および再発防止措置を講じるものとする。

ｄ．「内部通報制度」をより利用しやすくするために、すべてのステーク

ホルダーに対し、当該制度の趣旨を周知徹底する。内部通報制度を有

効に機能させるために、通報者を保護する仕組みを整備し、匿名によ

る通報も可能とした。法令、定款および社内規程に関する通報および

相談を受けた際は、今回新設した倫理・コンプライアンス委員会に報

告し、適切に対応する。

ｅ．内部監査部門である「内部監査室」を設置し、各部署における業務執

行に対し法令、定款および社内規程に適合しているか否かの監査を実

施する。

ｆ．社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対して、

毅然とした態度で対応し、反社会的勢力とは取引関係その他一切の関

係を持たない体制を整備する。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

ａ．取締役の職務執行に係る文書その他重要な情報については、法令なら

びに社内規程に基づき適切に保存、管理を行うものとする。

ｂ．取締役および使用人の業務上の情報管理については、統合的情報セキ

ュリティ委員会を設置し、情報セキュリティに関連する規程を整備す
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るとともに、当社グループの情報セキュリティポリシーを共通化し、

横断的に推進する。　

ｃ．業務管理機能を有する基幹システムをはじめとするＩＴ（情報技術）

環境の適切な整備を行い、業務プロセスのＩＴ化を通じて、ＩＴの適

切な統制を実現することにより、経営計画の達成に必要な情報を確保

する体制を構築する。　

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ．品質、環境、法務、労働衛生、債権、経理・財務、情報セキュリティ

等各種リスクを一元的に管理する全社的リスクマネジメント委員会

（ERM委員会）を設置し、内在するリスクを把握・分析・評価したうえ

で全社的に適切な対策を実施する。

ｂ．組織横断的に管理するリスク管理規程を定め、これに従い全体のリス

ク管理を行うものとする。

ｃ．当社の経営に重大な影響を与えるような経営危機に備え、危機管理委

員会を設置する。当該委員会で、速やかな災害の復旧と事業の再開を

実現し得る事業継続計画（Business Continuity Plan）を策定し、周

知・徹底するとともに、当該計画に基づき、グループに働くすべての

人に対し危機発生時の対応につき教育・訓練を行う。

ｄ．当社の経営に重大な影響を与えるような経営危機が発生した場合は、

代表取締役社長を本部長とした対策本部を設置する。対策本部は、事

業継続計画（BCP）に基づき必要な対策を実施し、当社の損失を最小限

に抑えるとともに早期の原状復帰に努める。

　

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．合理的な職務分掌、チェック機能を備えた権限規程等の制定を行うも

のとする。

ｂ．合理的な経営方針の策定および全社的な重要事項について検討、決定

する経営会議等を有効に活用するものとする。

ｃ．各部門間の有効な連携の確保のため、制度の整備および運用体制の構

築を行うものとする。

　

⑤　当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

ａ．当社の子会社の経営管理については、関係会社管理規程に基づきその

業務遂行状況を把握し、管理を行うものとする。
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ｂ．取締役は、子会社において、法令違反その他コンプライアンスに関す

る重要な事実を発見したときは、直ちに監査役に報告するものとする。

ｃ．内部通報制度に関しては子会社を含めたグループ全体として運用する

ものとする。

ｄ．内部監査室は関係会社管理規程の運用状況における監査から、関係会

社の内部統制の有効性と妥当性を確認するものとする。

　

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

監査役会が監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めたときは、

これを置くものとする。その人事等については、取締役会と監査役会が事

前に協議のうえ決定するものとする。

　

⑦　監査役の補助使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役の補助使用人は取締役の指揮命令に服さないものとし、その補助

使用人に対する人事考課については監査役会が行う。また、これらの者の

人事異動、懲戒処分については監査役会の同意を得たうえで取締役会が決

定するものとする。

　

⑧　取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役へ

の報告に関する体制

ａ．取締役および使用人は、監査役に対して、法令に違反する事実、会社

に著しい損害を与えるおそれのある事実を発見したときには、当該事

実に関する事項を速やかに報告しなければならないものとする。

ｂ．取締役および使用人は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求

められた場合には、速やかに報告を行わなければならないものとする。

　

⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ．内部監査室は、内部監査に係る年次計画および内部監査実施状況につ

いて監査役から説明を求められた場合は、速やかに報告・説明を行う

ものとする。

ｂ．監査役は、会計監査人の選任・解任について次の権限を有するものと

する。

・会計監査人の選任・解任・再任しないことに関する株主総会の議案内

容の決定。

・監査法人の選任・解任に関する取締役会の議案内容の決定。
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ｃ．監査役は会計監査人を監督し、会計監査人の取締役からの独立性を確

保するため、会計監査人の監査計画については監査役が事前に報告を

受けることとする。また、会計監査人の報酬および会計監査人に依頼

する非監査業務については監査役の同意を必要とするものとする。

ｄ．監査役は内部統制が適切に整備および運用されているかを監視するた

めに、各委員会への出席権限を有する。

　

⑩　財務報告に係る内部統制の整備および運用に関する体制

ａ．当社グループは、金融庁より2006年６月に公布された金融商品取引法

第24条の４の４に規定する内部統制報告書の提出を有効かつ適切に行

うため、取締役社長の指示の下、財務報告に係る内部統制の整備およ

び運用を行い、継続的改善に努めるものとする。

ｂ．内部監査室は、財務報告に係る内部統制についてモニタリングを行い、

財務報告の信頼性を担保する。主管部署および監査を受けた部署は、

是正、改善の必要があるときには、その対策を講ずる。　

ｃ．取締役会は、財務報告に係る内部統制の整備および運用に対して監督

責任を有し、その整備状況および運用状況を監視する。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成22年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 10,882,302 流 動 負 債 6,521,301

現 金 及 び 預 金 2,675,351 支払手形及び買掛金 3,886,921

受取手形及び売掛金 6,529,037 短 期 借 入 金 388,749

商 品 及 び 製 品 305,505 １年以内返済予定長期借入金 1,057,248

仕 掛 品 157,734 1年以内償還予定社債 190,000

原材料及び貯蔵品 942,864 未 払 法 人 税 等 240,828

繰 延 税 金 資 産 148,210 賞 与 引 当 金 77,493

そ の 他 176,099 本社移転費用引当金 26,521

貸 倒 引 当 金 △52,500 そ の 他 653,538

固 定 資 産 5,729,215 固 定 負 債 4,007,463

有 形 固 定 資 産 4,078,663 社 債 645,000

建 物 及 び 構 築 物 1,302,796 長 期 借 入 金 2,581,983

機械装置及び運搬具 473,850 退 職 給 付 引 当 金 387,960

工具器具及び備品 98,269 役員退職慰労引当金 383,820

土 地 2,200,210 そ の 他 8,700

建 設 仮 勘 定 3,536 負 債 合 計 10,528,765

無 形 固 定 資 産 248,653 純 資 産 の 部

の れ ん 198,747 株 主 資 本 6,198,642

そ の 他 49,905 資 本 金 1,046,100

投資その他の資産 1,401,899 資 本 剰 余 金 995,600

投 資 有 価 証 券 609,164 利 益 剰 余 金 4,403,023

繰 延 税 金 資 産 404,699 自 己 株 式 △246,080

そ の 他 408,652 評価・換算差額等 △119,979

貸 倒 引 当 金 △20,617 その他有価証券評価差額金 19,835

　 　 為 替 換 算 調 整 勘 定 △139,815

　 　 少 数 株 主 持 分 4,090

　 　 純 資 産 合 計 6,082,752

資 産 合 計 16,611,518 負 債 及 び 純 資 産 合 計 16,611,518
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連 結 損 益 計 算 書

(平成21年４月１日から)平成22年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 13,651,729

売 上 原 価 　 9,743,901

売 上 総 利 益 　 3,907,828

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 3,292,687

営 業 利 益 　 615,140

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,519 　

受 取 手 数 料 26,088 　

受 取 家 賃 13,119 　

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 103,287 　

そ の 他 47,135 192,149

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 78,024 　

売 上 割 引 16,072 　

社 債 発 行 費 18,520 　

寄 付 金 1,989 　

そ の 他 2,173 116,780

経 常 利 益 　 690,509

特 別 利 益 　 　

投 資 有 価 証 券 売 却 益 31 　

固 定 資 産 売 却 益 498 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 6,850 7,381

特 別 損 失 　 　

固 定 資 産 売 却 損 268 　

固 定 資 産 除 却 損 5,285 　

固 定 資 産 臨 時 償 却 費 7,958 　

本 社 移 転 費 用 引 当 金 繰 入 額 26,521 40,034

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 657,856

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 255,745 　

法 人 税 等 調 整 額 3,857 259,603

少 数 株 主 利 益 　 1,392

当 期 純 利 益 　 396,861
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連結株主資本等変動計算書

(平成21年４月１日から)平成22年３月31日まで
（単位：千円）

　
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年３月31日　残高 1,046,100 995,600 4,159,751 △246,080 5,955,370

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 △153,589 　 △153,589

当 期 純 利 益 　 　 396,861 　 396,861

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計 － － 243,272 － 243,272

平成22年３月31日　残高 1,046,100 995,600 4,403,023 △246,080 6,198,642

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等
少 数 株 主
持 分

純 資 産 合 計その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成21年３月31日　残高 8,100 △178,154 △170,054 2,698 5,788,014

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 △153,589

当 期 純 利 益 　 　 　 　 396,861

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

11,735 38,338 50,074 1,392 51,466

連結会計年度中の変動額合計 11,735 38,338 50,074 1,392 294,738

平成22年３月31日　残高 19,835 △139,815 △119,979 4,090 6,082,752



2010/06/01 15:19:45 ／ 09632720_株式会社エスイー_招集通知

連結注記表、連結計算書類に係る会計監査報告

－ 20 －

連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 …………………… ４社

・連結子会社の名称 ………………… 株式会社アンジェロセック

エスイーバイオマステクノ株式会社

エスイー朝日株式会社

株式会社キョウエイ　

　 当社は、平成21年４月10日付で、朝日興業株式会社

の全株式を取得したため、連結の範囲に含めており

ます。

なお、同社は平成21年８月１日にエスイー朝日株式

会社と商号変更しております。

また、当社は平成22年１月12日付で株式会社キョウ

エイの全株式を取得したため、連結の範囲に含めて

おります。

②　非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称 ……………… 有限会社日越建設コンサルタント

・連結の範囲から除いた理由 ……… 非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要

な影響を及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した関連会社の状況

・持分法適用の関連会社の数 ……… １社

・持分法適用関連会社の名称 ……… 株式会社コリアエスイー

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法を適用していない非連結子会社の名称

………… 有限会社日越建設コンサルタント

・持分法を適用していない関連会社の名称

………… ティアイエス株式会社

・持分法を適用しない理由 ………… 持分法を適用していない非連結子会社（有限会社日

越建設コンサルタント）及び関連会社（ティアイエ

ス株式会社）は、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しております。
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③　持分法適用手続に関する特記事項

………… 持分法適用会社の決算日は、連結決算日と異なって

おりますが、当該会社の事業年度に係る計算書類を

使用しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

………… すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算

日と一致しております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・時価のあるもの ………………… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定）

・時価のないもの ………………… 総平均法による原価法

ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品、製品、仕掛品 …………… 総平均法による原価法

　 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げによる方法により算定）

・原材料 …………………………… 移動平均法による原価法

　 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げによる方法により算定）

・貯蔵品 …………………………… 最終仕入原価法

　 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げによる方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く） …… 定率法

　 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については、定額法を採用しており

ます。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物及び構築物　　　　８～47年

　 機械装置及び運搬具　　５～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く） ……… 定額法

　 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。
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ハ．リース資産 ……………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

　 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 ……………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 ………………………

　

従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。

ハ．本社移転費用引当金…………… 平成22年３月に行った新本社ビル移転に伴い発生す

る、旧本社ビルの原状回復費用等の見積額を計上し

ております。

ニ．退職給付引当金 ………………… 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき計上しております。

　 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（５

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理することとしており

ます。

ホ．役員退職慰労引当金 …………… 役員に対する退職慰労金の支給に充てるため、内規

に基づく期末要支給額を引当計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

………… 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場

により円貨換算し、換算差額は損益として処理して

おります。また、持分法適用の在外関連会社は、当

該関連会社の決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定に含めて計上しております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法 ………… 金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ておりますので、特例処理を採用しております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項

・消費税等の会計処理 ……………… 税抜方式によっております。

(5) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

………… 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

時価評価法を採用しております。
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(6) のれんの償却に関する事項 ………… のれんの償却については、その効果の発現する期間

で均等償却しております。ただし、金額に重要性が

ない場合には、発生会計年度に全額償却しておりま

す。

(7) 会計方針の変更 ……………………… 当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平

成20年７月31日）を適用しております。

なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益に与える影響はありません。

　

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

　 受取手形及び売掛金 330,000千円

　 投資有価証券　 64,120千円

　 建物及び構築物　 1,082,397千円

　 土地 2,192,397千円

　 計 3,668,914千円

　

担保資産に対応する債務

　 支払手形及び買掛金　 28,655千円

　 短期借入金　 364,349千円

　 １年以内返済予定長期借入金 799,396千円

　 長期借入金 1,881,472千円

　 裏書手形　 107,415千円

　 計 3,181,288千円

なお、上記のほか、定期預金65,000千円を海外取引に伴う工事契約履行保証として担保

に供しております。

　

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 3,453,500千円

　　

(3) のれん及び負ののれんの表示　　　

　

固定負債である負ののれんと相殺した差額を記載し

ております。

なお、相殺前の金額は次のとおりであります。

　　　　 　　のれん 　212,629千円 　　　

　　 　　負ののれん　 13,881千円 　　

　　

(4) 受取手形割引高 84,835千円

 　 受取手形裏書高　 271,288千円
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
前連結会計年度末
の株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
の株式数（株）

発行済株式 　 　 　 　

普通株式 8,350,000 － － 8,350,000

合計 8,350,000 － － 8,350,000

自己株式 　 　 　 　

普通株式 670,541 － － 670,541

合計 670,541 － － 670,541

　

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総額

（千円）
１ 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

平成21年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 153,589 20 平成21年３月31日 平成21年６月30日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

決 議
株式の
種 類

配 当 金 の
総額（千円）

配 当 の
原 資

１ 株 当 た り
配当額（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

平成22年６月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 153,589 利益剰余金 20 平成22年３月31日 平成22年６月30日

　

４．金融商品に関する注記　

 (1)金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

      当社グループは、「年度経営計画」に基づき、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）

を調達しております。一時的な余剰資金は、比較的安全で確実かつ流動性の高い金融資

産で運用しております。デリバティブは後述するリスクを回避するために利用しており、

投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

      営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに

晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であり

ます。

　借入金、社債の償還日は最長で決算日後９年であります。このうち、借入金の一部は

金利の変動リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした

金利スワップ取引であります。
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③　金融商品に係るリスク管理体制

　イ．信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規定に従い営業債権について、営業管理部が各営業部門における 主

要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日および残高を管理する

と共に、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子

会社についても当社の与信管理規定に準じて、同様の管理を行うこととしております。

　ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

  当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を

利用しております。投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の

財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しており

ます。デリバティブ取引の執行・管理については、権限を定めた規程に従い、財務担当

部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

　ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

  当社は、各部門からの報告に基づき財務担当部門が適時の資金繰り計画を作成・更新

すると共に、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会

社についても、当社に準じた同様の管理を行うこととしております。

 (2)金融商品の時価等に関する事項　

　　　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

　　　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。　

　
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）　

(1)現金及び預金　 　2,675,351 　2,675,351 　－

(2)受取手形及び売掛金　 　6,529,037 　6,529,037 　－

(3)投資有価証券　 　 　 　　

　　　その他有価証券　 　98,143 98,143 　－

　　資産計　 　9,302,532 　9,302,532 －

(1)支払手形及び買掛金　 　3,886,921 　3,886,921 　－

(2)短期借入金　 　388,749 　388,749 　－

(3)未払法人税等　 240,828 240,828 －

(4)社債（※1）　 　835,000 833,802 △1,197

(5)長期借入金（※2）　 　3,639,231 3,637,077 △2,153

　　負債計　 　8,990,730 8,987,378 △3,351

　デリバティブ取引 － － －

（※1)　１年以内償還予定社債を含めております。

（※2)　１年以内返済予定長期借入金を含めております。
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（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券

　これらの時価について、市場価格を有する株式は取引所の価格によっております。

負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、（3)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(4)社債

　社債の時価は、市場価格のないものは、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リ

スクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

(5)長期借入金

　長期借入金の時価は、元利金の合計額を当該借入金の残存期間及び信用リスクを加味した

利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

（注）2．非上場株式（連結貸借対照表計上額10,050千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるため、「（3）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 791円55銭

(2) １株当たり当期純利益 51円68銭

　


（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成22年５月20日　

　株式会社　エスイー 　

　 取締役会　御中 　

　 四谷監査法人 　

　 指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 野　田　高　廣 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 下　條　伸　孝 

　

　

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エスイーの

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及

び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の

表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表

明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エスイー及び連結子会社か

ら成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以 　上
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告

　 連結計算書類に係る監査報告書 　

　 当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第29期事業

年度に係る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本

等変動計算書及び連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報告書に

基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、連結

計算書類について取締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監

査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基

準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通

知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事

業年度に係る連結計算書類について検討いたしました。

　

　　

２．監査の結果

会計監査人四谷監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

　

　 平成22年５月21日 　

　 株式会社エスイー　監査役会 　

　

常 勤 監 査 役 久保田　　　進 

社 外 監 査 役 寺 石 雅 英 

社 外 監 査 役 菅 澤 喜 男 

　



2010/06/01 15:19:45 ／ 09632720_株式会社エスイー_招集通知

貸借対照表

－ 29 －

貸　借　対　照　表
（平成22年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 8,826,569 流 動 負 債 5,147,318

現 金 及 び 預 金 1,842,423 支 払 手 形 2,488,492

受 取 手 形 2,348,643 買 掛 金 979,194

売 掛 金 3,244,927 １年以内返済予定長期借入金 824,680

商 品 及 び 製 品 61,926 １年以内償還予定社債 170,000

仕 掛 品 64,599 未 払 金 291,950

原材料及び貯蔵品 843,043 未 払 法 人 税 等 225,196

前 渡 金 4,512 未 払 消 費 税 等 10,371

前 払 費 用 62,440 未 払 費 用 49,367

繰 延 税 金 資 産 103,791 前 受 金 5,258

未 収 収 益 181 前 受 収 益 1,288

短 期 貸 付 金 201,425 仮 受 金 6,469

未 収 入 金 81,887 預 り 金 12,976

その他の流動資産 7,419 賞 与 引 当 金 61,973

貸 倒 引 当 金 △40,654 本社移転費用引当金 20,100

固 定 資 産 5,418,508 固 定 負 債 3,347,663

有 形 固 定 資 産 3,456,440 社 債 635,000

建 物 966,979 長 期 借 入 金 2,016,040

構 築 物 104,489 退 職 給 付 引 当 金 325,663

機 械 装 置 374,310 役員退職慰労引当金 365,960

車 両 運 搬 具 1,511 長 期 預 り 金 5,000

工 具 器 具 備 品 78,665 負 債 合 計 8,494,981

土 地 1,926,947 純 資 産 の 部

建 設 仮 勘 定 3,536 株 主 資 本 5,734,099

無 形 固 定 資 産 40,416 資 本 金 1,046,100

電 話 加 入 権 7,433 資 本 剰 余 金 995,600

ソ フ ト ウ ェ ア 32,983 資 本 準 備 金 995,600

投資その他の資産 1,921,650 利 益 剰 余 金 3,938,480

投 資 有 価 証 券 98,542 利 益 準 備 金 114,632

関 係 会 社 株 式 1,119,492 その他利益剰余金 3,823,848

長 期 貸 付 金 86,664 別 途 積 立 金 3,500,000

破 産 更 生 債 権 等 11,243 繰越利益剰余金 323,848

長 期 前 払 費 用 5,580 自 己 株 式 △246,080

繰 延 税 金 資 産 294,582 評価・換算差額等 15,995

差 入 保 証 金 277,834 その他有価証券評価差額金 15,995

保 険 積 立 金 20,887 　 　

そ の 他 の 投 資 13,825 　 　

貸 倒 引 当 金 △7,002 純 資 産 合 計 5,750,095

資 産 合 計 14,245,077 負 債 及 び 純 資 産 合 計 14,245,077
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損　益　計　算　書

(平成21年４月１日から)平成22年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 11,055,498

製 品 売 上 高 10,803,153 　

機 器 賃 貸 収 入 252,344 　

売 上 原 価 　 7,893,650

製 品 売 上 原 価 7,719,391 　

機 器 賃 貸 原 価 174,259 　

売 上 総 利 益 　 3,161,848

製 品 売 上 総 利 益 3,083,762 　

機 器 賃 貸 総 利 益 78,085 　

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 2,576,818

営 業 利 益 　 585,029

営 業 外 収 益 　 84,190

受 取 利 息 4,729 　

受 取 配 当 金 13,823 　

受 取 手 数 料 26,088 　

生 命 保 険 配 当 金 1,542 　

為 替 差 益 16,227 　

受 取 家 賃 18,264 　

雑 収 入 3,514 　

営 業 外 費 用 　 106,282

支 払 利 息 64,359 　

社 債 利 息 3,779 　

売 上 割 引 16,072 　

社 債 発 行 費 18,520 　

寄 付 金 1,760 　

雑 損 失 1,790 　

経 常 利 益 　 562,937

特 別 利 益 　 16,659

投 資 有 価 証 券 売 却 益 31 　

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 16,627 　

特 別 損 失 　 30,319

固 定 資 産 除 却 損 4,962 　

固 定 資 産 臨 時 償 却 費 5,257 　

本 社 移 転 費 用 引 当 金 繰 入 額 20,100 　

税 引 前 当 期 純 利 益 　 549,277

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 239,404 　

法 人 税 等 調 整 額 11,197 250,602

当 期 純 利 益 　 298,674
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株主資本等変動計算書

(平成21年４月１日から)平成22年３月31日まで
（単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資 　 本

準 備 金
資本剰余金
合　　　計

利 　 益
準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成21年３月31日　残高 1,046,100 995,600 995,600 114,632 3,500,000 178,762 3,793,395 △246,080 5,589,014

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 △153,589 △153,589 　 △153,589

当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 298,674 298,674 　 298,674

株主資本以外の項目の事業
年 度中の変動額 (純額 )

　 　 　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － － － － － 145,085 145,085 － 145,085

平成22年３月31日　残高 1,046,100 995,600 995,600 114,632 3,500,000 323,848 3,938,480 △246,080 5,734,099

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計 　
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成21年３月31日　残高 8,071 8,071 5,597,085 　

事業年度中の変動額 　 　 　 　

剰 余 金 の 配 当 　 　 △153,589 　

当 期 純 利 益 　 　 298,674 　

株主資本以外の項目の事業
年 度中の変動額 (純額 )

7,924 7,924 7,924 　

事業年度中の変動額合計 7,924 7,924 153,009 　

平成22年３月31日　残高 15,995 15,995 5,750,095 　
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式 …… 総平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの …………………… 決算日の市場価格等に基づく時価法

　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は総平均法により算定）

・時価のないもの …………………… 総平均法による原価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・製品、仕掛品 ……………………… 総平均法による原価法

　 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

・原材料 ……………………………… 移動平均法による原価法

　 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

・貯蔵品 ……………………………… 最終仕入原価法

　 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く） ………… 定率法

　 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については、定額法を採用しており

ます。

　 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物　　　　８～47年

　 機械装置　　６～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く） ………… 定額法

　 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。

③　リース資産 ………………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

　 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

④　長期前払費用 ……………………… 定額法
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(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 ………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金 ………………………… 従業員に対する賞与支給に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。

③　本社移転費用引当金 ………………　平成22年３月に行った新本社ビル移転に伴い発生す

る、旧本社ビルの原状回復費用等の見積額を計上し

ております。　

④　退職給付引当金 …………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定年数（５年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することと

しております。

⑤　役員退職慰労引当金 ……………… 役員に対する退職慰労金の支給に充てるため、内規

に基づく期末要支給額を引当計上しております。

(4) ヘッジ会計の方法 …………………… 金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ておりますので、特例処理を採用しております。

(5) 消費税等の会計処理方法 …………… 税抜方式を採用しております。

(6) 会計方針の変更 ……………………… 当事業年度より「「退職給付に係る会計基準」の一

部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平成20

年7月31日）を適用しております。

なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益に与える影響はありません。　

(7) 損益計算書の表示方法の変更 ……… 当事業年度において「為替差益」が営業外収益の100

分の10を超えたため、当期より区分掲記することと

しております。

　 なお、前事業年度は756千円の為替差損であり、営業

外費用の「雑損失」に含めて表示しておりました。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

　 受取手形　 330,000千円

　 投資有価証券　 64,120千円

　 建物 869,219千円

　 土地 1,924,892千円

　 計 3,188,232千円

担保資産に対応する債務

　 １年以内返済予定長期借入金 697,960千円

　 長期借入金 1,552,660千円

　 計 2,250,620千円

なお、上記のほか、定期預金65,000千円を海外取引に伴う工事契約履行保証として担保

に供しております。

　

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,858,444千円

(3) 偶発債務

    債務保証　　

　

次の関係会社について、金融機関からの借入及び手形割引に対して債務保証を行ってお

ります。　　　

保証先 金額 内容

エスイー朝日株式会社 　544,029千円 借入債務　

株式会社キョウエイ 　728,066千円
借入債務及び

手形割引　

合計 　1,272,095千円 　

　

　

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務

①　短期金銭債権 346,491千円

②　長期金銭債権 80,000千円

③　短期金銭債務 162,610千円

　

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①　営業取引 860,586千円

②　営業取引以外の取引 33,746千円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
前事業年度末の
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度増加
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度減少
株 式 数 （ 株 ）

当事業年度末の
株 式 数 （ 株 ）

普 通 株 式 670,541 － － 670,541

　

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 8,434千円

賞与引当金損金不算入 25,099千円

役員退職慰労引当金損金不算入 148,213千円

未払事業税損金不算入 17,325千円

一括償却資産損金算入限度超過額 4,970千円

退職給付引当金損金不算入 131,893千円

投資有価証券評価損損金不算入 31,469千円

ゴルフ会員権評価損損金不算入 10,733千円

その他 69,768千円

繰延税金資産小計 447,909千円

評価性引当額 △42,709千円

繰延税金資産合計 405,200千円

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 △6,825千円

繰延税金負債合計 △6,825千円

繰延税金資産の純額 398,374千円

　

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日

以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、

その内容は次のとおりであります。

(1) 事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

機 械 装 置 7,008千円 5,256千円 1,752千円

車 両 運 搬 具 5,070千円 3,887千円 1,183千円

工 具 器 具 備 品 29,734千円 20,479千円 9,255千円

合 計 41,812千円 29,622千円 12,190千円
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(2) 事業年度の末日における未経過リース料相当額

　 １年内 8,449千円

　 １年超 3,741千円

　 合計 12,190千円

　

７．関連当事者との取引に関する注記

子会社等

種 類 会社等の名称 所在地 資 本 金 事業の内容
議決権等の
所有（被所
有 ） 割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の
内 容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高

（ 千 円 ）

子会社
株 式 会 社
アンジェロセック

東京都
新宿区

97百万円
国際エンジニ
アリング事業

 所有
直接

92.6％

資 金 の 援 助
役 員 の 兼 任
設計業務委託

資金の
貸 付
（注1）

280,000

短 期
貸付金

200,000

長 期
貸付金

80,000

子会社
エ ス イ ー 朝 日
株 式 会 社

埼玉県
南埼玉郡

10百万円
建 築 資 材 の
製 造 販 売

 所有
直接
100.0％

債 務 保 証
役 員 の 兼 任

債 務
保 証
（注2）

544,029 － －

子会社
株 式 会 社
キ ョ ウ エ イ

福島県
須賀川市

90百万円
建 築 資 材 の
製 造 販 売

 所有
直接
100.0％

債 務 保 証
役 員 の 兼 任

　
債 務
保 証
（注3）

728,066 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1)貸付金の金利は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

(注2)債務保証については、金融機関からの借入に対して保証したものであります。

　　 なお、保証料は受領しておりません。　

(注3)債務保証については、金融機関からの借入及び手形割引に対して保証したものであ

　　   ります。なお、保証料は受領しておりません。　

　　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 748円76銭

(2) １株当たり当期純利益 38円89銭

　


（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類に係る会計監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成22年５月20日　

　株式会社　エスイー 　

　 取締役会　御中 　

　 四谷監査法人 　

　 指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 野　田　高　廣 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 下　條　伸　孝 

　

　

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エス

イーの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第29期事業年度の計算

書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその

附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以 　上
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監査役会の監査報告

　 監　査　報　告　書 　

　 当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第29期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づき

審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告を作成し、以下の

とおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を

図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その

他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして、

会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締

役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス

テム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社につきましては、子会

社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて

子会社からの事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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　２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人四谷監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

　

　

　 平成22年５月21日 　

　 株式会社エスイー　監査役会 　

　

常 勤 監 査 役 久保田　　　進 

社 外 監 査 役 寺 石 雅 英 

社 外 監 査 役 菅 澤 喜 男 

　

以　上
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株主総会参考書類
　　　

　

第１号議案　剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

1.期末配当に関する事項

期末配当につきましては、業績ならびに今後の事業展開に備えた内部留

保、安定配当の維持等を総合的に勘案し行うこととしております。

当期の期末配当は、前期の期末配当と同額の金20円とさせていただきた

く存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金20円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は153,589,180円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成22年６月30日といたしたいと存じます。

2.その他の剰余金の項目およびその額

　　内部留保につきましては、将来の積極的な事業展開に備えた経営基盤

　の強化を図るため、以下の通りといたしたいと存じます。

（1）増加する剰余金の項目およびその額

別途積立金　　　　100,000,000円

（2）減少する剰余金の項目およびその額

繰越利益剰余金　　100,000,000円　
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第２号議案　取締役１名選任の件

厳しい市場環境の中、営業体制の強化を図るため、取締役１名の選任をお

願いいたしたいと存じます。

取締役候補者は次のとおりであります。　

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
（　重　要　な　兼　職　の　状　況　）

所有する当社
の 株 式 の 数

戸 澤 憲 行
(昭和26年11月26日生)

平成12年４月　当社営業本部営業部長代理

平成16年４月　当社社会インフラ事業部営業部長

平成17年４月　当社営業統轄本部東京支店長

平成21年４月　当社営業統轄本部橋梁構造製品部長

　　　　　　　兼同営業管理部長　

　　　　　　　（現任）　

0株

　（注）　取締役候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
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第３号議案　監査役の補欠者２名選任の件

本総会開始の時をもって、平成20年６月27日開催の第27期定時株主総会に

おいて選任いただいた監査役の補欠者２名の選任の効力が失効しますので、

あらためて監査役の補欠者２名の選任をお願いするものであります。なお、

社外監査役の補欠として就任する補欠者は、金田一広幸氏とし、社内監査役

の補欠として就任する補欠者は鈴木章二氏とします。

本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。また、候補者か

らは、監査役が任期中に退任し、法令に定める監査役の員数を欠く場合に、

監査役に就任する旨の承諾を得ております。

監査役の補欠者の候補者は次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略　歴　、当　社　に　お　け　る　地　位
（　重　要　な　兼　職　の　状　況　）

所有する

当社の株

式 の 数

　

１

　

金田一　広　幸

(昭和36年10月29日生)

昭和59年10月　デロイト・ハスキンズ・アンド・セルズ公

認会計士共同事務所（現有限責任監査法人

トーマツ）

平成３年８月　四谷公認会計士共同事務所

平成３年11月　公認会計士登録

平成９年４月　四谷ビジネスコンサルティング株式会社

平成10年７月　臼井康雄税理士事務所

平成15年１月　金田一会計事務所　所長（現任）

0株

　

２

　

鈴 木 章 二

(昭和24年10月20日生)

平成９年４月　当社営業本部国際事業部次長

平成12年４月　当社ソフト事業本部国際部長代理

平成13年４月　当社事業統括本部情報企画部国際部長代理

平成15年４月　当社社長室長

平成17年10月　当社管理本部担当部長（現任）　　　

平成21年４月　株式会社アンジェロセック監査役就任

　　　　　　　（現任）

平成21年４月　エスイーバイオマステクノ株式会社監査役

就任（現任）

平成21年４月　エスイー朝日株式会社監査役就任（現任）

平成21年12月　株式会社キョウエイ監査役就任（現任）

0株

（注）①　監査役の補欠者の各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　②　金田一広幸氏は、社外監査役の補欠として選任するものであります。

　　　③　金田一広幸氏を社外監査役の補欠の候補者とする理由は、長年の公認会計士として

　　　　　培われた知識を、監査役に就任された場合に、当社監査体制に活かしていただくた

　　　　　めであります。同氏は、過去に会社の経営に関与されたことはありませんが、上記

　　　　　理由から職務を適切に遂行していただけるものと判断し、同氏を社外監査役の補欠

　　　　　者として選任をお願いするものであります。

　　　④　金田一広幸氏の選任が承認され、社外監査役に就任された場合には、同氏と当社と

　　　　　の間で会社法第427条第1項の規定に基づき、損害賠償責任限定契約を締結する予定

　　　　　であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任

　　　　　限度額となります。
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第４号議案　退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

取締役久賀泰郎氏は、本総会終結の時をもって退任されますので、当社に

おける一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとい

たしたく存じます。

なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いた

いと存じます。

退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

久 賀 泰 郎 平成17年６月　当社取締役（現任）

　

以　上
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定時株主総会会場ご案内図
　
　

会場…東京都新宿区西新宿二丁目６番１号

新宿住友ビル47階　住友スカイルームNo.７・８

電話（０３）３３４４－６９８３

　

ご案内図
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交通のご案内

・ＪＲ「新宿駅」西口より徒歩約７分

・東京メトロ丸ノ内線「西新宿駅」より徒歩約５分

・都営地下鉄大江戸線「都庁前駅」Ａ６出口直結




